
    No.427  2011.11.2140

　平成15年の公認会計士法の改正により、
平成18年1月から新公認会計士試験制度が
実施された。内部統制報告制度や四半期報告
制度の導入などによる公認会計士の必要性も
あり、平成17年で1,308人だった合格者が
平成20年では3,024人（合格率15.3％）に
のぼっている（次頁図表参照）。
待機合格者問題が浮上
　しかし、平成21年には公認会計士試験に

合格しても2年間の実務経験を積めないため
に資格を取得できないいわゆる“待機合格者”
の問題が浮上。合格者数が増加するなか、こ
れまでは内部統制報告制度などの仕事の増加
とあいまって、監査法人で合格者を吸収して
きたが、今後は監査法人においても合格者の
採用を減らさざるを得ない状況となった。
会計士法改正見送りで対策なし
　このため、金融庁は、平成21年12月に公

　公認会計士・監査審査会が11月14日に公表した平成23年公認会計士試験の合格者発表に
よると、合格者は1,447人（前年1,923人）、合格率は6.4％（前年7.6％）と減少（旧2次試験
合格者等を含めた合格者数は1,511人（合格率6.5％））。合格率は新試験制度となった平成18
年以来最低となった。いわゆる待機合格者の問題を踏まえ、平成23年以降の公認会計士試
験の合格者は1,500人から2,000人程度で運用することとされており、今回も合格者を絞り込
んだ格好だ。今後、金融庁では、実務経験の範囲の見直しなど、公認会計士試験合格者が資
格を取得しやすい環境整備を行っていくこととしている。

平成20年には合格者が3,000人超に

合格率は過去最低の6.4％に

新公認会計士試験制度の
歴史を振り返る

【参考】実際に認められた実務従事の例
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①国税局において、税務調査の業務を2年間担当した。
②銀行において、法人融資の業務を2年間担当した。
③資本金5億円以上ある企業の経理部で、財務書類の作成など決算に関する業務を2年間担当した。
④資本金5億円以上ある企業の企画部において、予算実績の管理に関する業務を2年間担当した。
⑤資本金5億円以上ある企業の工場において、製品の原価管理を含む、当該工場の経理に関する業務
を2年間担当した。
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①資本金1億円未満の企業に勤務しているが、親会社（資本金5億円以上）の経理部門の業務がアウ
トソーシングされているため、親会社の決算業務を2年間担当した。

②財務書類の適正性を確保するための内部統制が適切か否かを調査する部門で、内部統制上の問題点
を改善する業務を2年間実施した。

③証券会社のアナリストとして、各上場企業の財務分析を行う業務を2年間担当した。
④資本金1億円程度のコンサルティング会社に勤務しているが、資本金5億円以上の企業数社と財務
アドバイザリー契約を締結し、財務分析等を行う業務を2年間担当した。

⑤税理士事務所に勤務していたが、資本金5億円以上の企業に派遣され、決算に関する業務を2年間担当した。
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認会計士制度に関する懇談会を設置。待機合
格者対策について検討を行った。その後、会
計分野のプロフェッショナルとなる新たな資
格である「企業財務会計士」の創設などを盛
り込んだ公認会計士法等の一部改正案が今年
4月に国会に提出されたものの、自民党の反
対を受け、すべて見送りとなった。企業財務
会計士だけでなく、公認会計士試験制度の見
直しも実現されないこととなり、待機合格者
対策が何も手当てされないままとなっている
のが現状だ。
資本金5億円未満の開示会社でもOKに
　待機合格者の問題は、監査法人等への就職
ができないため、資格要件とされる実務経験

が満たせないことだ。
　このため、金融庁では、実務経験の範囲の
見直しに着手。来年の4月を目途に内閣府令
などを改正する方針だ。
　具体的には、現行、資本金5億円以上の法
人で実務経験を行う必要があるとされている
が、資本金5億円未満の開示会社や開示会社
の連結子会社（海外子会社を含む）での実務
経験も対象とする。また、国・地方公共団体
における実務経験の場合、財務分析に関する
事務も対象とする。
　そのほか、正規職員以外（有期雇用）の場
合であっても実務経験として認める旨を明確
にするとしている。

＜基準雇用者数＞

提出、認定等の手続

※A社の株主である親会社に対するＢ社株の割当てを省略

【図7】 営業権に関する議論は不毛？
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【図2】特定医療法人化と本件相続の関係
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＜債務超過会社のB/S＞

マイナスの
利益積立金
▲ 500資本金等（100）

（900）

　　　　　　（借　　　方）  　　　　　　（貸　　　方）
（債　　　務） 430,442,435 （資　本　金） 400,000,000
  （資本準備金） 30,400,000
  （雑　収　入） 42,435

【図2】債務者会社の経理処理

損益通算の範囲拡大イメージ
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（出典：金融庁公表資料に基づき作成）

③債権を現物出資

①債権4億3044万2435円②①債権を1億6200万円
で取得

親会社

株主

特定医療法人へ移行

双方の株主総会特別決議が必
要であり、友好的に行われる。

DES

【図3】本件自己株式の譲渡の概要（平成16年5月期）

③債権（3億2470万円）
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2012年にIFRSを強制適用するか否かを判断

1．試験体系を3段階5回から1段階2回（短答式試験、論文式試験）に簡素化
2．試験の一部免除の拡大等
　  ・短答式試験合格者に対する再受験免除制度（2年間）の導入
　  ・論文式試験における科目別再受験免除制度（2年間）の導入
　  ・企業などにおける実務経験者に対する財務会計論の免除
　  ・専門職大学院修了者などに対する短答式試験3科目（財務会計論、管理会計論、監査論）の免除
3．実務経験の位置付け変更（公認会計士の登録要件に変更）
4．会計士補の資格の廃止等

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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【図】適用実態調査の実施のイメージ

【図表1】復興特別区域制度のスキーム
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※注　平成22年試験から、短答式試験が年2回（12月と5月）に増える。

公告 11月発表

4月1日（法律施行）　 7月31日 1月4月1日

＜短答式試験＞
（5月末、6月初頃

実施）

 ・財務会計論
 ・管理会計論
 ・監査論
 ・企業法

＜論文式試験＞
（8月頃実施）

 必須科目  選択（1科目）
・会計学 ・経営学
・監査論 ・経済学
・企業法 ・民法
・租税法 ・統計学（IT）

＜監査業界での実務経験
（業務補助）＞

＜経済界等での実務経験
（実務従事）＞
（2年以上）

※試験合格前後不問

税務当局に把握され
ないよう分割送金
⇒　申告から除外

税務当局に把握され
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⇒　申告から除外
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（出典：金融庁資料を基に編集部作成）

（出典：政府税制調査会の資料に基づき編集部作成）

（出典：中小企業庁）
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周知期間、システム構築期間

【図】パブリック・サポート・テストについて

【図】パブリック・サポート・テストについて

【図】取引の概要

（出典：金融庁）
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加入できない

事業主 配偶者 後継者

（改正後は）加入できる

事業主 配偶者 後継者

加入できる

▶当該復興産業集積区域（仮称）を規定する復興推進計画（仮称）の認定の日以後に設立された法人であること
▶被災者を5人以上雇用し、かつ、給与等支給額の総額が1,000万円以上であること
▶認定復興推進計画（仮称）に記載された事業のみを行う法人であること
▶当該復興産業集積区域（仮称）内に本店を有すること
▶積立てを行う事業年度において、当該復興産業集積区域（仮称）外に事業所等を保有しない法人であること
▶指定を受けた事業年度に事業の用に供するために取得等をした機械または建物等の取得価額が3億円
以上（中小法人等は3,000万円以上）の法人であること

パブリック・サポート・テストについて

（出典：東日本大震災復興対策本部）
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事業年度

〈雇用者〉

46人

甲　社

民間から
の提案

〈雇用者〉

40人

甲　社

〈新規雇用者〉
7人

震災財特法上の特定被災区域
等の地方公共団体が復興特別
区域としての計画を作成
・規制、手続、税制等の特例
関連
・土地利用再編特例関連
・交付金関連

①規制・手続等の特例
②税制等の支援措置
③東日本大震災復興交付金

当期末
46人

前期末
40人－　　　　  　  ＝ 6人

　　　 　　  　 　≧5人

＜基準雇用者割合＞
かつ

（出典：国税庁）

基準雇用者数（６人）
前期末の雇用者数（40人）

＝ 15％
    ≧10％

○　連結の会計基準は、EUの同等性評価を踏まえ、東京合意に沿い、コンバージェンスを着実に実施。
○　連結と単体の関係については、中間報告のとおり、連結先行のアプローチ（ダイナミック・アプローチ）。
　　具体的には、単体の会計基準は、個々の基準毎に、連と単を一致することに伴う諸々のコスト・ベ
ネフィット、連と単を分離することに伴う諸々のコスト・ベネフィットを考慮した上で、最終的にASBJが判
断（個々の基準で、会計処理の選択適用を許容することもあり得る）。連結と単体のズレの期間、幅は、
経営や内外の会計を巡る諸状況（税、会社法を含む）により大きく異なる。

　　この連と単の関係についてのアプローチは、今後その是非を判断予定であるIFRSの強制適用が
仮に行われた場合についても、基本的にあてはまるもの。
　　今後も引き続き、IASBの国際会計基準の設定に対し、我が国としての経営実務や慣行・それを
踏まえた会計の考え方等の意見発信が重要である。
○　ASBJの基準策定プロセスについて、単体のコンバージェンスの程度をより広い見地から判断するた
め、より幅広く、産業界等のステークホルダーの声を反映すべき、との意見が聞かれた。
　　これに対し、ASBJからは、基準開発を行う上で、作成者・利用者・監査人等の関係者の意見を、
十分お聞きすることが最も重要であり、参考となる意見を積極的に伺っていきたい。同時に、ASBJは
基準設定主体として厳格な独立性が求められており、最終的な判断は委員会で的確に行っていきた
い、との発言。
　　公益財団法人財務会計基準機構（FASF）理事長より、「ASBJが、引き続き、連と単双方の日
本の会計基準（J-GAAP）の策定主体であるべき。今後、会計基準設定主体の独立性を確保しつつ、
基準策定機能の強化及びそのための産業界を含む各ステークホルダーによるバックアップ強化のため
の方策を検討し、審議会にご報告したい」旨の申し出。
○　金商法及び会社法上、単体へのIFRS適用については、経済界からの要望があり、今後、特に
会社法における制度整備等の検討が必要。企業会計審議会としても今後、IFRSの連結への強制適
用の是非を判断する際に、次のステップの選択肢として単体への任意適用を認める、という方向性を
示すことができれば、と考えている。

○　金商法における単体情報については、その投資情報としての有用性の観点に加え、会社法で単体
の計算書類が作成され株主に届けられ、その情報は、投資家にも開示すべき、との観点から、引き
続き開示すべき。単体の見直し（簡素化等）は行う。
○　連と単の関係は非常に難しい問題であり、関係者一丸となった対応が必要。

会長発言（骨子：未定稿）会長発言（骨子：未定稿）

※今後議事録の精査により、修正があり得る。

3つの要件を満たした場合

【図】加入対象者の範囲の拡大

【参考】「事業再生に係るDES（Debt Equity Swap：債務の株式化）研究会報告書」より抜粋

特別目的会社は、「資産の流動化に関する法律」（資産流動化法）上の特定目的会社および事業内
容の変更が制限されているこれと同様の事業を営む事業体であること❶
特別目的会社は、譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に享受させる
ことを目的として設立されており、当該特別目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されていること❸

子会社に該当しないものと推定子会社に該当しないものと推定

3．具体的な事例へのあてはめ
（2）回収可能部分を含むDES
　合理的に回収不可能とされた部分に加え、回収可能とされた部分もDESを行う場合、現物出資
債権の評価は回収可能額となる。このため、債権の券面額と回収可能額の差額が債務者側で債務消
滅益（債権者側では譲渡損）として認識されることとなる。下図では、回収不可能債権100に加
え、回収可能債権100についてもDESする場合に、現物出資債権の評価額は100となる。

※　通過率は、その段階の試験の合格者数を前段階試験の合格者数（一段階の試験の場合は受験者数）で単純に除したもの。
　　前年以前の前段階試験の合格者等がいるため、前段階試験の合格者数が次段階試験の受験者数とはならない。

（出典：金融庁）
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❷絶対値基準PST

❶相対値基準PST

❸条例個別指定PST

新規立地促進税制の対象法人の要件新規立地促進税制の対象法人の要件

【図表2】復興特区における税制上の支援措置

❶  被災地の雇用創出促進などの税制上の特例措置（～28年3月末）

❷  地方公共団体の地方税に係る課税免除または不均一課税による減収に対する補填措置（～28年3月末）

❸  被災者向け優良賃貸住宅の特別償却等（～26年3月末）

❹  出資に係る所得控除（～28年3月末指定）

・新規立地促進税制
・復興産業集積区域における法人税の特別控除
・事業用設備等の特別償却等
・研究開発税制の特例等

　復興産業集積区域（仮称）内における①の地域の雇用創出に寄与する事業に係る事業税、不
動産取得税または固定資産税の課税免除または不均一課税を行った場合の地方公共団体の減収
に対し、特例的に地方交付税により補填（事業税・固定資産税は投資から5年）

　住宅に大きな被害が生じた地域の復興居住区域（仮称）内における被災者向け優良賃貸住宅
供給事業者に対し、特別償却（25％）または税額控除（8％）

　まちづくり会社や特産品開発等地域の復興に貢献する事業を行う者として指定された中小企
業者に対する個人の出資に係る所得控除（指定後5年間）

・新規立地促進税制
・復興産業集積区域における法人税の特別控除
・事業用設備等の特別償却等
・研究開発税制の特例等

1 ．相対値基準PSTの判定式において満たすべき、分母（経常収入金額）に占める分子（寄附金等収
入金額）の割合（法第45条第1項第1号イ関係）

　•5分の1以上とする。
　（租税特別措置法施行令第39条の23第1項第1号イと同様の措置）
2 ．絶対値基準PSTにおける判定基準寄附者の要件と、各事業年度当たりの判定基準寄附者の数（法
　第45条第1項第1号ロ関係）

　•判定基準寄附者となる場合の各事業年度における寄附金の額の総額を3,000円以上
　•認定基準となる各事業年度当たりの判定基準寄附者の平均数を100人以上
　（租税特別措置法施行令第39条の23第1項第1号ロと同様の措置）
3．相対値基準PSTの特例の適用対象となる小規模法人の定義（法第45条第2項関係）
　•次の①及び②を満たす特定非営利活動法人とする。
　　①　実績判定期間における年平均総収入金額が800万円以下
　　②　実績判定期間における3,000円以上の寄附者が50人以上
　（租税特別措置法施行令第39の23第19項と同様の措置）
4．実績判定期間の月数の計算方法（法第45条第1項第1号ロ関係）
　•月数の計算において1月に満たない端数を生じたときは、これを1月として数えることとする。
　（租税特別措置法施行令第39条の23第20項と同様の措置）
5．実績判定期間に国の補助金等がある場合及び小規模法人の場合の相対値基準PSTの計算方法（法第
45条第2項関係）

（1）実績判定期間に国の補助金等がある場合における特例
　•判定式の分母・分子に国の補助金等（分子の場合、上限あり）を含めることができることとする。
　（租税特別措置法施行令第39条の23第2項と同様の措置）
（2）小規模法人である場合における特例
　•判定式の分母・分子から内閣府令で定める金額（少額寄附金・氏名不詳寄附金）の控除が不要となるこ
　と等を定める。

　（租税特別措置法施行令第39条の23第17項及び第18項と同様の措置）

特定非営利活動促進法施行令の概要（税務に関する部分）特定非営利活動促進法施行令の概要（税務に関する部分）

　実績判定期間において、各事業年度に3,000円以上の寄附を
平均100人以上から受け取ること

　申請日の前日までに、主たる事務所または従たる事務所が所在す
る都道府県または市町村から、寄附金を受け入れた場合に個人住民
税の控除対象となる法人として条例で個別指定を受けていること

　実績判定期間において、 ≧基準値（1/5）
寄附金等収入金額
経常収入金額

（出典：内閣府）

【図表1】復興産業集積区域における新規立地促進税制

【図表】公認会計士試験合格者等の推移

【図表2】

再投資等
準備金

（注）グラフ中の分数は、論文式合格者数／願書提出者数。

公告 2月願書受付 11月発表 実務教育環境

＜短答式試験＞
（5月末、6月初頃

実施）

 ・財務会計論
 ・管理会計論
 ・監査論
 ・企業法

＜論文式試験＞
（8月頃実施）

 必須科目  選択（1科目）
・会計学 ・経営学
・監査論 ・経済学
・企業法 ・民法
・租税法 ・統計学（IT）

＜監査業界での実務経験
（業務補助）＞

＜経済界等での実務経験
（実務従事）＞
（2年以上）

※試験合格前後不問

＜座学研修（実務補習）＞
（1～3年）

日本公認会計士協会による
終了考査の合格が条件

※注
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録

合
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公　

認　

会　

計　

士

（出典：政府税制調査会）

※この準備金は、機械または建物等に再投資等を行った事業年度において再投資等のための支出額と同額を、指定の日以後10年が経過した
日を含む事業年度（基準年度）以後の各事業年度においては基準年度の準備金残高の10分の1を、それぞれ取り崩して益金に算入する。
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■ 論文式合格者数　　最終合格率

（受験者数・合格者数は旧二次試験合格者等を除く）
平成17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

願書提出者数 15,322 16,311 18,220 19,736 20,443 25,147 22,773
論文式合格者数 1,308 1,372 2,695 3,024 1,916 1,923 1,447
最終合格率 8.5％ 8.4％ 14.8％ 15.3％ 9.4％ 7.6％ 6.4％
短答式受験者数 15,322 16,210 14,608 16,217 17,371 22,579 20,790
短答式合格者数 3,548 5,031 2,709 3,515 2,289 2,396 2,231
短答式合格率 23.2％ 31.0％ 18.5％ 21.7％ 13.2％ 10.6％ 10.7％
論文式受験者数 3,548 5,132 6,320 7,034 5,361 5,011 4,254
論文式合格率 36.9％ 26.7％ 42.6％ 43.0％ 35.7％ 38.4％ 34.0％

（出典：公認会計士・監査審査会の資料に基づき編集部作成）




